
③仕様書改定案（帳票要件 等）に関するご意見【固定資産税】

修正前 修正後 分類（選択肢から選択） 詳細
重複意見

（連番）

類似意見

（連番）

他業務確認

（該当○）

要件修正方針

（追加、修正、削除、変更

なし、要検討）

構成員確認（WT）要否

（報告、質問）
対応内容 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細

要件修正方針

（追加、修正、削除、変

更なし、要検討）

修正内容

908 545 固定資産税 帳票印字項目・諸元表 2

土地（補充）課

税台帳（閲覧

用）（都計あ

り）

①：要件追加 ①：新規意見 敷地権持分の項目も必要と考える。 ⑥：住民サービス向上 納税義務者から確認を求められるケースがある。
敷地権持分を活用して、区分所有家屋の用に供する土

地の各敷地権持分ごとの税額算出の説明ができる。

②：現行システムでカスタ

マイズを実施している帳票
優先度2 要検討 質問

【全団体】

敷地権設定された土地の持分割合を備考欄に印字したほうが良いか教えてください。

対象帳票

・土地（補充）課税台帳

・名寄帳兼（補充）課税台帳

・課税明細書

賛成 賛成 その他

名寄帳、課税明細書については、すでに要件化しているため、

そのままで良いかと思います。

土地（補充）課税台帳については、資産ごとに作成するもの

と定義されておりますが、納税義務者単位で作成するのでしょ

うか。資産ごとに作成する場合、表示する納税義務者名等を

切り替えるなどし、それに持分等も連動するイメージでしょうか。

賛成 賛成 賛成 賛成
名寄帳と課税明細書は連番1792で検討され

ている認識。

割合ではなく持分そのものが良いのではないか。

賛成 賛成 印字願います。 賛成 賛成 有用と考えます。 その他 追加

土地（補充）課税台帳（閲覧用）に、敷地権

設定された土地の持分割合を備考欄に印字す

る。

※名寄帳、課税明細書については要件化済み。

償却以外

1173 686 固定資産税 帳票印字項目・諸元表 2

土地（補充）課

税台帳（閲覧

用）（都計あ

り）

23
課税標準の特例

措置の類型
①：要件追加 ①：新規意見 課税標準の特例措置の類型

・課税標準の特例措置の類型

・税額の減額措置の類型

・減免措置の類型

・不均一課税の類型

⑥：住民サービス向上
現在の帳票印字項目・諸元表では、「非課税措置の類型」、「課税標準の特例措置の類型」しか表

示しないが、その他の特例等措置の適用状況についても閲覧等できる必要があると考えるため。

現在の帳票印字項目・諸元表では、「名寄帳兼（補

充）課税台帳」及び「課税明細書」において、「税額の

減額措置の類型」等の情報が印字される想定とされてい

るが、各種証明や閲覧資料により、「税額の減額措置の

類型」等の情報を確認できる必要があると考える。

①：現行システムでパッ

ケージ標準で実装している

帳票

優先度2 要検討 質問

【全団体】

・減免措置の類型

・不均一課税の類型

を備考欄に印字したほうが良いか教えてください。

対象帳票

・土地（補充）課税台帳

・家屋（補充）課税台帳

・名寄帳兼（補充）課税台帳

・課税明細書

・公課証明書

反対 印字欄が不足しているため、表示できないと考えます。賛成 その他

課税台帳の備考欄には印字してもよいと考えます。

課税明細書、公課証明書については、不要と考えます。減免

や不均一課税は納税義務者からの申請に基づくものであり、

その結果を改めて記載する必要はないと考えます。

賛成 賛成 賛成 賛成

概ね賛成。

土地（補充）課税台帳、家屋（補充）課税

台帳は不要ではないかと考える。（課税台帳に

は税額を保持しないのではないかとの従前の意

見のとおり。）

賛成 その他
本市では、減免措置の類型について

土地（補充）課税台帳

名寄帳兼（補充）課税台帳について印字しています。

賛成 賛成 有用と考えます。 その他 変更なし

土地（補充）課税台帳及び家屋（補充）課

税台帳は、税額を保持するような帳票ではないた

め、「・減免措置の類型」及び「・不均一課税の類

型」の印字を行わないこととする。

償却以外

3124 1474 固定資産税 帳票印字項目・諸元表 8

家屋（補充）課

税台帳（閲覧

用）（都計な

し）

持分 ①：要件追加 ①：新規意見 （項目なし） 「持分」を追加。
④：現行事務処理・現行

機能の踏襲

持分按分した金額を印字するようになっているが、持分がわからないと、金額の正しさを担保できないた

め。

③：現行システムでは使

用していない帳票
優先度4 要検討 質問 【全団体】

家屋（補充）課税台帳に、登記簿の持分を備考欄に印字したほうが良いか教えてください。

反対

（登記簿どおりに部屋ごとに物件を登録している

場合を想定しています。）

「登記簿の持分」が、現況滅失（未登記）等に

より、現況の課税内容と一致しない家屋が想定

されるため。

反対
現在は印字していない。共有物に対しては全額

納税義務があることから持分を印字する必要性

はないと考える。

賛成 土地台帳と合わせるのであれば、要件化してもよいと思われま

す。

賛成 特に必要ない 賛成 反対
共有者の持分は不要と考える。

反対 必要ない 反対
I市では持分に応じた課税を行っていないため、不要と考えます。

その他 当市では使用する想定ではないが、必要な団

体があれば要件化して差し支えない。

賛成 有用と考えます。 その他 変更なし

共有者の場合には、

連帯納税義務が課されること

登記簿の持ち分が必ずしも現況の持ち分と一致

しているわけではないと考えられることから、本意

見については反映しないこととする。

償却以外

2987 1354 固定資産税 帳票要件 11
家屋登記情報マ

スタの異動確認表
①：要件追加 ①：新規意見

主な出力条件

・異動事由を指定できること。

・家屋の用途を指定できること。

　

の追加を再検討ください。

または、類似要件からの削除を検討ください。

【類似要件】

　4：土地登記情報マスタの異動確認表

　5：土地課税台帳の異動確認表

　12：家屋課税台帳の異動確認表

⑧：業務精度向上 曖昧な仕様であるため、システム実装に問題が生じる。 優先度2 要検討 質問

【全団体】

以下の帳票は必要でしょうか。

　4：土地登記情報マスタの異動確認表

　5：土地課税台帳の異動確認表

　12：家屋課税台帳の異動確認表

必要である場合、機能要件に新たに以下の項目を追加します。

・異動事由を指定できること。

・家屋の用途を指定できること。

反対 不要(ＥＵＣにて抽出後、エクセル等で確認) 賛成 その他
ＥＵＣで代替え可であり、あれば便利程度と考えております。

賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 必要 賛成 どんな異動処理を行ったか確認するうえでは、あると便利な機能だと思い

ますが、必ずしも必要というわけではありません。

賛成 異動処理に誤りがないか確認するため必要。 賛成 有用と考えます。 その他 修正

概ね賛成いただきいたため、「家屋課税台帳の異

動確認表」の出力条件に

・異動事由を指定できること。

・家屋の用途を指定できること。を要件化する。

また、「土地登記情報マスタの異動確認表」及び

「土地課税台帳の異動確認表」の出力条件に、

・異動事由を指定できること。

・土地の地目を指定できること。

を要件化する。

償却以外

3107 1462 固定資産税 帳票要件 51
共有者氏名表

（外部用）
②：要件変更 ①：新規意見 用紙サイズ：A4縦 用紙サイズ：A4横

「共有者氏名表（外部用）」について、用紙サイズがA4縦となっているが、帳票レイアウトをみるとA4

横であるため。（記述誤りとみられる）

③：現行システムでは使

用していない帳票
優先度4 修正 質問 【全団体】

共有者氏名表（外部用）の用紙サイズをA4横に修正しても良いでしょうか。

賛成 その他 どちらでも良い 賛成 賛成 賛成 賛成 賛成
課税台帳類もA4横であることから。

賛成 賛成
結構です

賛成 賛成 その他 修正
様式をA4横に修正する。 償却以外

3186 1515 固定資産税 帳票レイアウト 51
共有者氏名表

（外部用）
家屋番号 ⑥：表現の見直し ①：新規意見 所在地と家屋番号の欄がそれぞれ存在する。 所在地と家屋番号の欄を一体化する。 ⑧：業務精度向上

諸元表に記載の全角50文字を印字可能とするには、証明書のように所在地と一体化する必要があり

ます。
家屋番号を桁落ちせずに印字する。

①：現行システムでパッ

ケージ標準で実装している

帳票

優先度2
● 要検討 質問

【全団体】

レイアウトについて、家屋番号の枠を廃止し、所在地の枠の中に家屋番号も印字する方針としても良いでしょうか。

＜対象帳票＞

・共有者氏名表

・資産証明書

その他

具体的な印字イメージが不明です。詳細をご提

示ください。(家屋番号あり、なしの両方のパター

ン）

資産証明書（帳票No.100）を想定していま

すが、同様にサンプル提示をお願い致します。

その他 家屋番号が桁落ちされずに印字されればどちらでも良い賛成 賛成 賛成 賛成 反対 家屋番号は「家屋番号」として項目が必要では

ないか。
賛成 問題ない

その他

（資産税係）具体的レイアウト案を示していただかないとイメージが湧き

にくいのです。所在地と家屋番号を縦並びに表示させ、横の長さを確保

するという理解で良いですか？

どこのベンダーもそのようにしなければ文字切れしてしまうというのであれ

ば、レイアウト変更しても良いと思います。

（家屋係）所在地枠に家屋番号を入れるのならば、家屋番号を括弧

内に記載するなどの工夫が必要だと思います。

賛成 賛成 同一枠内への印字となっても問題ありません。 その他 修正

家屋番号の枠も必要であると意見があったことか

ら、レイアウトを修正し、家屋番号の欄も表示す

る。

（家屋番号と不動産番号を所在地の下に印字

する。）

償却以外

2526 1270 固定資産税 帳票要件 59

名寄帳兼（補

充）課税台帳

（都計なし）

①：要件追加 ①：新規意見 土地・家屋、償却資産の物件数記載なし 土地・家屋、償却資産の物件数記載あり ⑥：住民サービス向上 物件数が記載されている方が窓口で納税義務者に説明しやすいため
窓口等で納税義務者から物件数を聞かれた際に活用す

るため

①：現行システムでパッ

ケージ標準で実装している

帳票

優先度2
2527 ● 要検討 質問

【全団体】

見やすさの観点から不要と考えていますが、各資産の合計数が印字された方が良いか教えてください。

対象帳票

・名寄帳兼（補充）課税台帳

・課税明細書

反対 有効と考えます。 賛成 不要 資産の数は特には不要です。 賛成 賛成 賛成 物件数を容易に確認できるためあって良いので

はないか。

賛成 その他

（資産税係）当市現行システムでは実装していません。有っても無くても

良いと思います。ただし、物件によっては１筆、１棟の中に複数の画地・

調書があり、名寄帳・課税明細の行が分かれているため、筆数・棟数を

表示するということであれば、納税義務者への説明等に役立てられる機

会はあるかもしれません

（家屋係）必ずしも必要とはいえない（複数調書がある場合、所有者

を混乱させてしまう懸念がある）

(土地係）必ずしも必要とはいえない

賛成 資産数を確認する納税義務者もいるため、印字

されたほうが良い。

反対 不要と考えます。 その他 追加
物件数の記載が必要という意見、不要という意見

に分かれましたので、標準オプション項目として、物

件数を印字する。

償却以外

1972 1076 固定資産税 帳票印字項目・諸元表 60

名寄帳兼（補

充）課税台帳

（都計あり）

64 従前の家屋番号 ⑥：表現の見直し ①：新規意見
家屋番号が変更された家屋については、従前の家屋

番号を備考に印字する。

家屋番号が変更された家屋については、従前（同一

年度における前回賦課時）の家屋番号を備考に印

字する。

⑥：住民サービス向上
従前とは当初賦課以降に更正を行った場合の前回賦課時のものなのか、昨年度課税時のものなのか

が不明確なため。

更正課税によって家屋番号が変更された場合に変更前

の家屋番号が分かるようにする。

②：現行システムでカスタ

マイズを実施している帳票
優先度2 変更なし 質問

【全団体】

「従前の家屋番号」の取扱いについて、以下のいずれが良いか選択ください。

①家屋番号が変更された年度のみ「従前の家屋番号」を印字する。

②常に印字する。（例：令和元年に区画整理などにより家屋番号が変更された場合であっても令和４年度の名寄せ帳に当該「従前の家屋番号」を印字する。）

③その他（具体的に）

③当初の深期日現在においては、印字不要と

考えます。

① ① ② ② その他
②

その他
家屋番号が変更される物件に対する更正課税

のケースがまれであるため、「従前の家屋番号」

欄は不要と考える。

① その他
③その他：変更後の家屋番号のみ記載する

賛成
③

当市では印字を必要としていないが、必要な団

体があれば印字してもよい。

その他 ① その他 変更なし

従前の家屋番号の印字の取扱いは団体ごとに異

なっていることから、印字方法は事業者の実装に

委ねることとする。
償却以外

882 533 固定資産税 帳票要件 63

名寄帳兼（補

充）課税台帳

（都計なし）

①：要件追加 ②：前回記載意見

名寄帳兼（補充）課税台帳（都計なし）につい

て、土地・家屋・償却資産が一体となった帳票しかな

い。

名寄帳兼（補充）課税台帳（都計なし）につい

て、土地・家屋用の帳票が必要である。

①：地方税法（法律・

政令・省令）への準拠・

外部機関（eLTAX 等）

への対応

令和４年４月１日付け総税企第３３号総務省自治税務局長通知による「地方団体の徴収金の

端数計算について」が一部改正され、１　課税標準額の端数計算について、固定資産税において、土

地及び家屋に対して課する固定資産税と償却資産に対して課する固定資産税を分けて賦課する場

合においては、端数処理は、前者については、土地及び家屋の価格の合計額、後者については、償却

資産の合計額について行うと改正されたことから、土地・家屋用の帳票が必要であるため

本市においては、固定資産税について、土地・家屋と償

却資産を別々に名寄しており、土地・家屋用の名寄帳

の閲覧・交付は日常的に行われている。

④：スクラッチ開発で実装 優先度1
883 要検討 質問 【全団体】

名寄帳についても、納税通知書と同様に土地家屋と償却資産に分けたものを要件化した方が良いか教えてください。

賛成 賛成 不要 わける必要はありません。 賛成 賛成 賛成
名寄帳についても納税通知書と同様と考える。

その他

本市は土地・家屋名寄帳兼課税台帳には土

地・家屋のみ記載されるが、合計税額には償却

も含めたものが記載されている。また、償却の名

寄帳は償却資産申告書を兼ねたものを別に発

行している。

本市と同様に記載されていればよい。

賛成

当市では、土地・家屋と償却資産を分けて課税しているため、名寄帳に

償却資産の項目は表示していません。

なお、提案として、帳票レイアウトはそのままであっても、償却資産に係る

枠については項目名自体を非表示とすることができるように、パラメータで

設定できるのであれば、新規レイアウトを作らなくても済むのではないかと

考えます。

その他 当市では使用する想定ではないが、必要な団

体があれば要件化して差し支えない。

賛成

　現行、納税通知書を土地・家屋と償却資産で

分けている(※)ため、証明書によって合算の有

無が異なると納税者説明及び理解が困難にな

る。

　また、課税証明書についても同様に分けて要件

化していただきたい。

※土地・家屋と償却資産は、実務上、当初課

税の納税通知書作成時期がずれるため、課税

標準額を合算して計算することが困難｛土地・

家屋（２月末60万件、３月中旬変更分の一

部再作成）、償却資産（３月中旬1.5万

件）｝。

その他 追加

納税通知書と同様に土地家屋と償却資産に分け

たものを要件化する。

併せて、課税証明書についても、土地家屋と償却

資産を分けたものを要件化する。

償却以外

2994 1361 固定資産税 帳票要件 63 調定表 ③：要件削除 ①：新規意見
主な出力条件

・対象となる納税義務者を指定できること。

主な出力条件

・対象となる納税義務者を指定できること。

　

条件から削除いただきたい。

もし必要なのであれば、どういったケースで必要か明確

化いただきたい。

（複数義務者を指定する用途なのか　含め）

⑧：業務精度向上

曖昧な仕様であるため、システム実装に問題が生じる。

「調定表」という統計系の帳票において、義務者を指定する理由がわからない。「対象となる納税義務

者を指定」というのは、対象となる納税義務者を一人指定」だと理解するが、その場合は単に賦課情

報を見れば済むと考えている。

優先度4 要検討 質問

【全団体】

調定表の出力条件に以下の項目を削除したほうが良いか教えてください。

主な出力条件

・対象となる納税義務者を指定できること。

賛成 不要と考えます。 賛成 賛成 当市では納税義務者単位での抽出は行わないため、

どちらでも問題なし。

賛成 賛成 賛成 賛成
想定が不明であるため。

賛成 賛成 個別の納税義務者につき調定表を出すことはないため、削除しても結構

です。

賛成 賛成
不要と考えます。

その他 削除
全団体から賛成いただいたため、調定表の出力

条件から「・対象となる納税義務者を指定できる

こと。」を削除する。

償却以外

3093 1450 固定資産税 帳票要件 63 調定表 ⑥：表現の見直し ①：新規意見
「備考」

（空欄）

「備考」

出力条件の「集計の対象となる時点」とは、当初賦

課と更正賦課の基準となる期日のことであり、翌月以

降の調定表出力後に前月分の調定表の基準となる

期日を再度指定する等、一定期間後の再出力を想

定した条件ではない。

⑧：業務精度向上

前月分以前の既に確定した調定表を遡って再集計して出力したいというご要望を伺ったことがありませ

ん。又、そのような運用を想定しておりません。

集計の対象となる時点とは、どのような意味合いかを明確化していただければと思います。

当初賦課と更正賦課の際、基準となる期日（作業の締

め日）を指定する。

①：現行システムでパッ

ケージ標準で実装している

帳票

優先度2 要検討 質問
【全団体】

調定表の出力時点について、どの時点のものが出力できれば良いか確認させてください。

例）当初賦課時点、更正賦課時点、出納閉鎖時点など

・最新基準の調定を集計する機能を利用して、

以下のタイミングで調定を保存する。

例）

①当初発布前

②各期別更正において、

　課税計算対象となる物件の更正後に調定額

を再集計

当初賦課時点と更正賦課時点 その他
どの時点のものというより、〇年〇月〇日～〇年〇月〇日と

いったように出力対象期間を日付から選択させる方式をとりた

い。

当初賦課時点、構成賦課時点。

また、毎月末締めで調定表を作成しています。

当初賦課時点、毎月末賦課時点（出納閉鎖まで）その他
当初賦課時点、月締め後（毎月更正処理の

締め日を設けており、その締め後出力しているた

め）※任意のタイミング

その他 当初賦課決定時、随時賦課決定時（更正

時）は必要であると思われる。

当初賦課時点、更正賦課時点、出納閉鎖時点 その他

賦課年度（○○年度分課税）、抽出対象期間（yyyy年mm月dd

日～YYYY年MM月DD日）を指定して抽出できることを希望します

（当市現行システムでは実装しています。）。

指定した賦課年度の課税につき、抽出対象期間の始期における集計

値、抽出対象期間の終期における集計値、その間に発生した増減の異

動額集計値を出力する仕様となっおり、その仕様上、時点を遡って抽出

することも可能です。

この機能により、トラブル対応等で賦課・更正決定のバッチスケジュールに

変更が生じた際などに、調定表の抽出時点も任意に変更ができるため、

柔軟な対応が可能となります。また、各種調査回答・統計資料作成にお

いても役立つ機能です。

当初賦課時点、調定時（毎月末） 賛成 当初賦課時点と更正賦課時点 その他 修正

調定表の出力条件として、時点を指定できるこ

と。を実装すべき機能として要件化する。（当初

賦課時点、更正賦課時点及び出納閉鎖時点を

例示）

併せて、期間指定を実装してもしなくても良い機

能として要件化する。

償却以外

865 518 固定資産税 帳票レイアウト 64

名寄帳兼（補

充）課税台帳

（都計あり）

新規 物件番号 ①：要件追加 ①：新規意見 物件番号を記載されたい。 ⑧：業務精度向上
物件番号を記載して、物件の特定誤りを防ぐため。

不動産番号では、未登記物件は特定できないため。
名寄帳を見て物件を特定する際に使用する。

②：現行システムでカスタ

マイズを実施している帳票
優先度2 要検討 質問

【全団体】

備考欄に物件番号が印字された方が良いでしょうか。必要な場合は、その必要性についても教えてください。

＜対象帳票＞

・名寄帳兼（補充）課税台帳

・課税明細書

反対

印字項目がいっぱいで表示欄を増やせないた

め、優先順位をつけて判断すべき。その場合、物

件番号を表示する優先順位は低いと考えます。

納税者にとっては、意味のない数値なので、余計

な項目は表示したくないです。

賛成 物件番号がある方が即座に検索できる

不要

物件番号はあくまで内部用の情報と認識しております。いずれ

の帳票もすでに項目数が多く、内部都合で当該情報を追加

した場合、外部帳票として見づらいものになってしまうか懸念さ

れます。

特に必要ありません。 賛成 賛成 名寄帳兼（補充）課税台帳を内部帳票として

利用することもあるため。
賛成 物件番号があれば物件の特定は容易であると

考える。
反対 納税者に不要な番号を記載する必要はない。

家屋については賛成、土地については不要と考えます。

（資産税係（賦課・共通））当市でも、未登記家屋については、名寄

帳・課税明細書において、家屋番号の欄に「（未登記）」と明示したうえ

で、識別用の番号を表示させています。

（家屋係）

１棟でも複数行に分かれて記載される場合があるため、何らかの工夫が

必要です。当市では１棟を紐づけるキー(整理番号)と、付番を利用して

個別物件を特定できるよう工夫していますが、備考にデータごとのユニー

クキー(当市では資産番号)があっても構わないと考えます。

一棟キー+付番：xxxxxxxxxx-0101

                       xxxxxxxxxx-0102

                      xxxxxxxxxx-0201　　　※xxxxxxxxxxは家屋一

棟単位で保有している

（土地係）

通知書番号から物件まで特定できるため、不要と考える。

賛成 物件の特定誤りを防ぐため。 反対 市民には不要な情報のため不要。 その他 変更なし
納税義務者にとって不要な情報であることや、印

字スペースが限られていることもあり、物件番号を

印字しないこととする。

償却以外

1178 691 固定資産税 帳票印字項目・諸元表 69

納税通知書（土

地・家屋・償却資

産）（都計あ

り）

21
納税義務者氏名

又は名称
②：要件変更 ②：前回記載意見

●●様（納税義務者）分といった記載もここに含ま

れる。

【実装してもしなくても良い機能】

●●様（納税義務者）分といった記載は、封筒の

窓から見えない位置に印字する。

⑥：住民サービス向上
納税管理人にとっては「○○様（●●様分）」の「●●様分」の表示は必要な情報であるが、郵便

局員には不要な個人情報であるため、本市では封筒の窓から見えない位置に記載しているため。

納税管理人に送付する場合、「●●様分」の表示は、

封筒の窓から見えない位置に表示している。

②：現行システムでカスタ

マイズを実施している帳票
優先度3 要検討 質問

【全団体】

納税管理人に送付する場合、「●●様分」の表示は、封筒の窓から見えない位置に表示した方が良いか教えてください。

＜対象帳票＞

・納税通知書

・更正（賦課）決定通知書

・更正（価格）決定通知書

どちらでもよい その他 どちらでも良い（現在は封筒の窓から見える位

置に表示している）

賛成 見えない位置に表示した方がよい。 どちらでもいいです。 賛成 反対
複数人の納税管理人を担当している場合、窓

から見えた場合、直感的にわかるし、課税庁が

誤って送付した場合、誤開封を防げると思う。

賛成

概ね賛成であるが、そもそも封筒のサイズの定義

がない中、レイアウト上どの位置であれば封筒の

窓から見えないのか不明。

また、課税明細書も別送する場合同様の問題

があるのではないか。（レイアウト上のあて名欄

サイズ問題ある認識。）

反対 送付先住所及び氏名から離れた箇所に「●●

様分」と記載する必要はない。

その他 どちらでも結構です。 反対

見える位置に表示すべき。

複数の納税義務者の納税管理人を務めている

者から、封筒開封前に誰のものかわかるようにし

てほしいという要望がある。

反対 現行で見える位置に印字していても問題がない

ため不要。

その他 変更なし

　「複数の納税義務者の納税管理人を務めてい

る者から、封筒開封前に誰のものかわかるようにし

てほしいという要望がある。」というご意見もあったこ

とから、「●●様分」の表示を封筒の窓枠から印

字する。

償却以外

1113 668 固定資産税 帳票レイアウト 71

納税通知書（土

地・家屋）（都

計あり）

①：要件追加 ①：新規意見
納税通知書の右側にも、納税義務者番号を記載す

る。
⑦：業務効率化

帳票レイアウトでは実際の納税通知書のサイズ等が分かりませんが、左部分が1枚目、右部分が2枚目

になる場合、右側にも納税義務者番号（整理番号）を記載する。1枚目と2枚目が同一の納税義

務者であることが確認できるようにするため。

1枚目と2枚目がバラになった場合、2枚目（右部分）

が誰のものか分からなくなる。また、ブッキングをする場合

に、同一人であることを確認するため。

②：現行システムでカスタ

マイズを実施している帳票
優先度2 要検討 質問 【全団体】

納税通知書について、不定形サイズ（納付書と同サイズ）で印字された場合、レイアウト右側にも納税義務者番号を記載したほうが良いか教えてください。
どちらでもよい 賛成 レイアウト右側にも納税義務者番号を記載したほうがよい。 記載した方がいいです。 賛成 賛成 賛成

概ね賛成。

不定形サイズ（納付書と同サイズ）であること

から、実際の使用上は右側と左側を2つ折りにす

ると思われるため。右側にもある方が良いか。

賛成 必要 賛成
納付書サイズとした場合、製本時に特定するためにはレイアウト案右側に

も納税義務者番号ないしは通知書番号を記載する必要があると考えま

す。

賛成 賛成 納税通知書が左右分離された場合、誤交付防

止対策となるため。
その他 修正 全体方針で、納税義務者番号は印字しないこと

となったため、全帳票から削除する。
償却以外

3094 1451 固定資産税 帳票要件 72
納税通知書件数

表
⑥：表現の見直し ①：新規意見

「備考」

（空欄）

「備考」

出力条件の「集計の対象となる時点」とは、当初賦

課と更正賦課の基準となる期日のことであり、前期分

以前の納税通知書件数表の基準となる期日を再度

指定する等、一定期間後の再出力を想定した条件

ではない。

⑧：業務精度向上

前期分以前の既に確定した納税通知書件数表を遡って再集計して出力することは運用上あり得ない

との認識です。

集計の対象となる時点とは、どのような意味合いかを明確化していただければと思います。

当初賦課と更正賦課の際、基準となる期日（作業の締

め日）を指定する。

③：現行システムでは使

用していない帳票
優先度4 要検討 質問

【全団体】

調定表の出力時点について、どの時点のものが出力できれば良いか確認させてください。

例）当初賦課処理時点、更正賦課処理時点

①当初発布前

②各期別更正において、

　課税計算対象となる物件の更正後に調定額

を再集計

当初賦課時点と更正賦課時点

※質問項目の「調定表」は「納税通知書件数表」と読み替え

た上での回答

どの時点のものというより、〇年〇月〇日～〇年〇月〇日と

いったように出力対象期間を日付から選択させる方式をとりた

い。

調定表の出力時点は、当初賦課処理時点、構

成賦課処理時点、毎月末時点です。
当初賦課時点、毎月末賦課時点（出納閉鎖まで）その他

任意のタイミング

毎月更正処理の締め日を設けているため、その

締め後には、出力できるようにしたい

その他 当初賦課決定時、随時賦課決定時（更正

時）は必要であると思われる。
当初賦課時点、更正賦課時点、出納閉鎖時点 その他

本項は、帳票名は「納税通知書件数表」となっていますが、質問では「調

定表の出力時点」となっています。どちらですか？

調定表についてであれば、連番3093と同様の回答となります。

納税通知書件数表についてであれば、一括発行（当初発行）時に固

めたデータの件数であれば良いため、時点を任意に指定できる必要は特

にないと考えます。なお、意見欄にある「前期分」という文言の意味が分か

りませんでしたが、どのような趣旨ですか。

当初賦課処理時点 賛成 当初賦課時点と更正賦課時点 その他 修正
当初賦課時点である団体が多いため、納税通知

書件数表のの出力時点について、当初賦課時点

とする。

償却以外

1490 835 固定資産税 帳票印字項目・諸元表 74
課税明細書（都

計あり）
新規

土地家屋資産の

連番
①：要件追加 ①：新規意見

課税明細に記載される土地家屋の資産ごとに連番

を附番する。
⑥：住民サービス向上 納税義務者が確認しやすくするため。 納税義務者からの問合せに対応するため。

①：現行システムでパッ

ケージ標準で実装している

帳票

優先度2
● 要検討 質問

【全団体】

・課税明細書に記載される土地家屋の資産ごとに連番を附番したほうが良いでしょうか。

＜対象帳票＞

・名寄帳兼（補充）課税台帳

・課税明細書

反対

帳票発行時に連番を付設したとしても、原本は

納税者の手元にあるため、問い合わせを受ける

際に職員の手元に連番の入った課税明細書が

無い。

結局のところ、所在地、地目、地積などから物件

を絞り込む事になると考えられる。

どうしても表示したいのであれば一意の番号であ

る物件番号（システム管理上のキーコード）の

表示欄を設けた方が良い。

賛成 賛成
必要

電話での問い合わせ時に役立つと思われます。

反対 必要ないです。 賛成 賛成 賛成
あっても良いと思われるが、連番2526の物件総

数があれば物件数は把握可能であるため、必ず

しも必要ではないか。

賛成 その他 必ずしも必要とはいえず、どちらでも良いと思います。当市では特に連番

はつけていません.
賛成 反対 不要と考えますが、標準機能なら実装していても

問題ありません。
その他 変更なし 連番は不要とし、現行の要件のままとする。 償却以外

1792 1018 固定資産税 帳票レイアウト 74
課税明細書（都

計あり）
25

区分所有家屋の

敷地の用に供する

土地の持分割合

⑥：表現の見直し ②：前回記載意見 家屋番号又は区分所有土地の持ち分割合 家屋番号又は区分所有家屋の敷地の持分 ⑥：住民サービス向上
「土地の区分所有の持分割合」について、レイアウト上「区分所有土地の持ち分割合」となっています

が、より正確に表現するため、『区分所有家屋の敷地の持分』とするのはいかがでしょうか。
④：スクラッチ開発で実装 優先度4

要検討 質問

【全団体】

「区分所有土地の持ち分割合」を「共用土地の持分割合」と修正して良いでしょうか。

＜対象帳票＞

・名寄帳兼（補充）課税台帳

・課税明細書

＜参考＞

○地方税法の規定例（第352条の2）

区分所有に係る家屋の敷地の用に供されている土地（以下この項、次項及び第五項において「共用土地」という。）

賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 賛成

概ね賛成。

ただし、法律用語が納税者にとって分かりやすい

ものになっているかの検討の必要があるのではな

いかとも思われる。（レイアウト上の制約があるた

め一定の文字数の制約があることも含めて。）

賛成 賛成 当市では「共用土地持分割合」と表記しています。（資産税係「賛

成」）

＜土地係＞問題ないです。

賛成 賛成 その他 修正 全団体から賛成いただいたため、「共用土地の持

分割合」と修正する。
償却以外

3096 1453 固定資産税 帳票要件 76 死亡者一覧 ⑥：表現の見直し ①：新規意見

「主な出力条件」

・対象となる年度を指定する。

・一覧を出力する時点を指定する。

「主な出力条件」

・対象となる年度を指定する。

・対象となる入力期間を指定する。

④：現行事務処理・現行

機能の踏襲

「帳票概要（帳票の用途）」に「納税義務者等のうち指定した任意の期間内における死亡者の一覧

表」との記述があるため、任意の期間を指定することを視認できる表現にして頂きたい。

前回指定した処理日の末日の翌日以降から前日までに

新たに死亡日が入力された納税義務者を抽出する。

①：現行システムでパッ

ケージ標準で実装している

帳票

優先度4 要検討 質問

【全団体】

死亡者一覧の帳票要件を以下のとおり修正して良いでしょうか。

「主な出力条件」

・対象となる年度を指定する。

・対象となる期間一覧を出力する時点を指定する。

賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 良い。 賛成 賛成

期間指定できることについては賛成です。

なお、用語の定義をさらに明確化する必要があると考えます。

「年度」について：「○○年度分課税において納税義務者となっている者

のうち、対象期間内に死亡した者」を抽出する意図でしょうか。また、そも

そも最新年度だけで十分ではないでしょうか。

「期間」について：死亡日の対象期間でしょうか、それとも宛名・住基にて

「死亡」が入力された更新の対象期間でしょうか。

日付を遡って死亡が入力されることも多いため、更新日の期間とした方が

良いのではないでしょうか（左記の「運用想定」も更新日を想定している

と思われます。）。

賛成 賛成 その他 修正

全団体から賛成いただいたため、出力条件を

「対象となる期間を指定できること。」に修正

する。
償却以外

3097 1454 固定資産税 帳票要件 87 更正対象者一覧 ⑥：表現の見直し ①：新規意見

「主な出力条件」

・対象となる年度を指定する。

・一覧を出力する時点を指定する。

・対象となる納税義務者を指定できること。

・対象となる固定資産（土地、家屋、償却資産）

を指定できること。

「主な出力条件」

・対象となる年度を指定する。

・通知等の対象となる処理を行った期間を指定す

る。

・対象となる納税義務者を指定できること。

・対象となる固定資産（土地、家屋、償却資産）

を指定できること。

④：現行事務処理・現行

機能の踏襲

「帳票概要（帳票の用途）」に「指定した任意の期間内に指定した年度の更正処理を行った納税義

務者の一覧表」との記述があり、運用上は更正（賦課）決定決議書（土地・家屋・償却資産）と

同時期に出力するため、任意の期間を指定することを視認できる表現にして頂きたい。

更正（賦課）決定決議書（土地・家屋・償却資産）

と併せて出力し、賦課更正の内容を一覧表で確認す

る。

①：現行システムでパッ

ケージ標準で実装している

帳票

優先度4 要検討 質問

更正対象者一覧の帳票要件を以下のとおり修正して良いでしょうか。

「主な出力条件」

・対象となる年度を指定する。

・通知等の対象となる処理を行った期間を指定する。

・一覧を出力する時点を指定する。

・対象となる納税義務者を指定できること。

・対象となる固定資産（土地、家屋、償却資産）を指定できること。

賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 良い。 賛成 賛成

期間指定できることについて賛成です。

なお、「年度」は、「○○年度分課税」であって、調定年度（賦課更正処

理を行った時点の年度）ではない、という理解でよろしいですか？

全ての要件につきいえることですが、「年度を指定する」については、「年

度」の定義を明確化した方が良いと考えます。

賛成 賛成 その他 修正
全団体から賛成いただいたため、出力条件を

「対象となる期間を指定できること。」に修正

する。

償却以外

3059 1416 固定資産税 帳票印字項目・諸元表 88

更正（賦課）決

定決議書（土

地・家屋・償却資

産）（都計な

し）

①：新規意見

1.0版No89,90

諸元表の「各期更正後納付額」は、「更正後の各期税額」と同じ数値が印字される想定でしょうか？

そもそも「各期収納済額」と「各期差引税額」があれば「各期更正後納付額」は不要ではないでしょう

か？

要確認 要検討 質問
【全団体】

意見団体からは、各期更正後納付額を削除すべきとの意見がありますが、事務局としては、削除する必要がないと考えております。よって、現行のとおりとしたいと考えておりますがよろ

しいでしょうか。

賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 賛成
レイアウト上は、3項目があった方が納税者説明

として適切ではないかと考える。（通知書レイア

ウトと同様である想定。）

賛成 賛成

削除の必要はないと考えます。

帳票レイアウト案における「（エ）更正後納付額」欄は、たしかに「（イ）

更正後　期別税額」と内容が重複してしまいますが、このレイアウトで差

引税額を分かりやすくするためには必要な項目であると考えます。

なお、当市では、上段の更正前後欄は年税額までを記載し、各期税額

については下段にまとめて、更正前、更正後、増減額、納付済み額、差

引納付額、納期限を表示することにより、上段・下段で項目が重複しな

いようにしています。サンプルをお送りしますのでご連絡ください。

賛成 反対 印字が必要とは考えません。 その他 変更なし
概ね賛成いただいたため、現行のままとする。 償却以外

868 521 固定資産税 帳票レイアウト 95

更正（賦課）決

定通知書（土

地・家屋・償却資

産）（都計あ

り）

新規 納税義務者番号 ⑥：表現の見直し ①：新規意見

他の帳票は、帳票の右上に賦課年度、通知書番

号、納税義務者番号が並んで記載されているが、当

該帳票については所有者項目の上に記載されてい

る。他の帳票と統一されたい。

⑥：住民サービス向上
住民からの照会に対応する際に、照会のキーになる番号であるため、他の帳票と同じレイアウトであるこ

とが望ましい。
市民からの電話での問い合わせ対応時に参照する。

②：現行システムでカスタ

マイズを実施している帳票
優先度2 要検討 質問 【全団体】

納税義務者番号の印字位置を他の帳票に合わせて右上とする方針で良いでしょうか。
反対

当該帳票はA4縦の様式であり、他の帳票は横

で印刷する帳票となっている。

そのため、帳票の構成を考えて現在の位置になっ

ていると理解しました。

帳票サンプル（案）が示されないと妥当性の判

断はできかねます。

賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 概ね賛成。 賛成 賛成 通知書番号と上下になるように、右上の近い位置に表示された方が分か

りやすいと思います。
賛成 賛成 その他 削除 全体方針で、納税義務者番号は印字しないこと

となったため、全帳票から削除する。
償却以外

869 522 固定資産税 帳票レイアウト 95

更正（賦課）決

定通知書（土

地・家屋・償却資

産）（都計あ

り）

新規 賦課年度 ①：要件追加 ①：新規意見

賦課年度を記載されたい。

他の帳票と同様、帳票の右上に賦課年度、通知書

番号、納税義務者番号に並べて記載されたい。

⑧：業務精度向上

納税通知書と同様に、課税年度、賦課年度を両方記載いただきたい。

賦課年度、課税年度については、過年度を更正した場合は、

課税年度…現年度

賦課年度…過年度

が記載されるという理解で相違ないでしょうか。

賦課年度の記載がない場合、どの年度を更正したか帳票上わからないため。

また、レイアウトは他の帳票と統一されたい。

市民からの電話での問い合わせ対応時に参照する。

①：現行システムでパッ

ケージ標準で実装している

帳票

優先度2 変更なし 質問 【全団体】

更正（賦課）決定通知書について、他帳票と同様に賦課年度を記載したほうが良いか教えてください。

賛成

「通知書本文」にて説明された場合、冗長となっ

ていしまうので注意が必要と主合われます。

例）

令和○○年度分のあなたが所有固定資産税に

ついて、価格を決定しましたので通知します。

賛成 記載すべき。 賛成 賛成 賛成 賛成 賦課年度は管理上必要と考える。 賛成 その他

左記の団体意見と、事務局の「対応内容」とで、「賦課年度」「課税年

度」の定義が逆になっていませんか？

例えば、令和４年７月に、令和２年度分課税の内容を更正した際、、

左記団体意見では「課税年度」＝「令和４年度」、賦課年度」＝「令和

２年度」と捉えているようですが、事務局対硫黄方針では「発行年度」に

て「賦課年度」が分かる（＝処理した年度が分かる。例でいうと「令和４

年度」）という趣旨に見受けられます。

「賦課年度」という用語については、採用するシステムによって意味が逆に

なっていることがあります（当市の新旧システム間でも「賦課年度」の概

念が逆でした。）。今一度、定義を明確にするとともに、ベンダー・団体に

よって解釈の齟齬が生じないネーミングにすべきと考えます。

【ネーミングの提案】

「○○年度分の課税につき△△年度中に賦課・更正の処理・通知を行っ

た。本件更正について、××年度中に調定した。」場合、

○○年度：課税対象年度

△△年度：賦課・更正処理年度

××年度：調定年度（通常は、賦課・更正処理年度と同じとなる。）

I市では、課税対象の年度が調定年度と異なる場合（○○年度分の課

税についての更正で、△△年度中の納期（随時期）に異動がある場

合）は、課税対象の年度と調定年度の両方を表記しています。サンプル

をお送りしますので、ご確認ください。

賛成 納税通知書と表記を同様にしたほうが良いと考える。反対
発行年月日の印字があり賦課年度はわかること

から、印字が必要とは考えていません(1/24WT

残課題で議論）。

その他 追加 概ね賛成いただいたので、「賦課年度」を印字す

る。
償却以外

292 159 固定資産税 帳票印字項目・諸元表 99

更正（価格）決

定通知書（土

地・家屋・償却資

産）都計なし

33 更正前の評価額 ②：要件変更 ①：新規意見 更正前の評価額 更正前の価格

①：地方税法（法律・

政令・省令）への準拠・

外部機関（eLTAX 等）

への対応

　地方税法第417条の規定により、価格等の決定又は修正を行いこれを固定資産課税台帳に登録

した場合には、遅滞なく、その旨を当該固定資産に対して課する固定資産税の納税義務者に通知し

なければならないとされています。

　そのため、「評価額」ではなく「価格」を印字した通知を送付する必要があると思います。

印字項目を「評価額」⇒「価格」に修正する。
②：現行システムでカスタ

マイズを実施している帳票
優先度1 修正 質問

【全団体】

法令上、固定資産税の評価額は「価格」と規定されておりますが、市民の方にとって「評価額」の方が分かりやすいと考えるため、「評価額」のままとしたいと思いますが、よろしいでしょう

か？

「価格」とすべきと回答した団体におかれては、以下のいずれかから選択してください。

①すべての帳票において「評価額」を「価格」と修正すべき

②帳票によって「評価額」と「価格」を使い分けるべき（この場合、「価格」に修正すべき帳票を教えてください。）

②価格決定通知のため、 賛成 賛成 課税明細書と表現をそろえるのが良いと考えます。 賛成 賛成 賛成 その他 評価額、価格どちらでも問題ないと考える。 賛成 その他

どちらでも良いと考えます。

なお、当市では、証明書や名寄帳・課税明細書では項目名を「評価額」

としていますが、「価格等決定（修正）通知書」（評価額の修正があっ

た際に出す通知書）や縦覧帳簿では「価格」という項目名になっていま

す。

根拠は不明です。地方税法の本文では、「価格」表記で統一されてお

り、「評価額」という文言は出てこないと認識しています。千葉市さんの言

うように、税法に合わせるのであれば、全て「価格」にすべきという話になっ

てしまうのではないでしょうか。

また、償却資産関連の帳票においては、地方税法施行規則の様式自

体、課税台帳では「評価額」及び「決定価格」であるのに、種類別明細

書では「価額」と表示されています。

いっそのこと、地方税法・同施行令・同施行規則ごと改正して、全て「評

価額」にしてしまってはどうでしょうか。

賛成 賛成 その他 変更なし 全団体から賛成いただいたため、現行のままとす

る。
償却以外

1059 645 固定資産税 帳票印字項目・諸元表 99

更正（価格）決

定通知書（土

地・家屋・償却資

産）（都計な

し）

教示文 ①：要件追加 ①：新規意見 教示文なし。 印字項目に教示文を加える。

①：地方税法（法律・

政令・省令）への準拠・

外部機関（eLTAX 等）

への対応

評価額について不服がある場合は、審査申出・取消訴訟を行うことができる地方税法第４３２条の

規定に関する文言を記載する必要があるため。

評価額について不服がある場合は、審査申出・取消訴

訟を行うことができる旨を記載した、通知書を発送する。

①：現行システムでパッ

ケージ標準で実装している

帳票

優先度1

1060

1062

1063

変更なし 質問 【全団体】

更正（賦課）決定通知書で教示文を印字する方針ですが、更正（価格）決定通知書についても教示文が必要でしょうか。

必要と考えます。 賛成 免税点未満となるため、価格決定通知書のみを送付する場

合が想定されます。

必要ないです。 賛成 賛成 本市では、賦課と価格を兼ねた決定通知書を送

付しています。

その他 必要であると考える。 賛成 反対

事務局方針には反対、団体意見には賛成です。

価格の決定（修正）と、賦課の決定（更正）は、同時に行われること

が多いものの、処分の内容として別物です。

また、価格に対する異議は固定資産評価審査委員会に対する審査申

出、賦課自体に関する異議は、首長に対する審査請求を行うこととなって

おり、教示文の内容も違います。そのため、教示文は、価格の決定・修正

に係る通知書と、賦課の決定・更正に係る通知書で分ける必要がありま

す。

反対 不要 賛成 価格に対する不服の場合に対応するため、印字

は必要と考えます。

その他 追加 更正価格決定通知書に教示文を印字する。 償却以外

1531 876 固定資産税 帳票レイアウト 103 評価証明書 新規

家屋

固定資産税

課税標準額

①：要件追加 ①：新規意見 備考に印字する。 実装してもしなくても良い項目 ⑤：過剰な要件 現行の帳票には記載しておらず，運用を想定していないため。 印字の有無について選択できるようにする。

①：現行システムでパッ

ケージ標準で実装している

帳票

優先度2
1532

3179
要検討 質問

【全団体】

評価証明書に「課税標準額」を印字することとしておりますが、評価証明書は「評価額」を証明するものであること、証明できる者の範囲が異なる（別添参照）から「課税標準額」を

印字項目から削除することといたしますがよろしいでしょうか？

なお、課税標準額の証明を求められた際は、公課証明書を用いていただく想定です。

賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 反対 以前からの意見のとおり。 賛成 賛成

評価証明書に課税標準額は不要です。事務局意見のとおり、施行令第

52条の15の規定により取得可能な者の範囲も異なるため、「評価額ま

での情報に限定し、課税標準額・税相当額は載せない証明書」が必要

となります。

賛成 賛成 その他 削除 概ね賛成いただいたため、評価証明書の印字項

目から「課税標準額」を削除する。
償却以外

償却以外・償却の別

WT構成員　回答集約

WT検討結果を踏まえた第2.0版修正方針

帳票名 項目番号 項目名称
意見の分類

（選択肢から選択）

新規意見区分
（選択肢から選択）

J市 K市 デジタル庁

連番
業務内

連番

業務
（選択肢から選択）

仕様書改定案の対象
（選択肢から選択）

帳票No.

要件 意見の根拠 A市 B市

運用想定
現行システム区分

（選択肢から選択）
優先度

分類用フラグ

帳票レイアウト

関連意見

（該当○）

令和４年度　全国意見照会結果を踏まえた第2.0版修正方針（案） C市 D市 F市 G市 I市E市 H市



3111 1466 固定資産税 帳票要件 111 無資産証明書 ②：要件変更 ①：新規意見

主な出力条件

・対象となる者を指定する。

※宛名が無い場合も発行する。

・対象となる者を指定する。
④：現行事務処理・現行

機能の踏襲
宛名が無い対象についてシステムから出力することを定義することは不適切であるため。

①：現行システムでパッ

ケージ標準で実装している

帳票

優先度4 要検討 質問

【全団体】

無資産証明書の帳票要件を以下のとおり修正して良いでしょうか。

主な出力条件

・対象となる者を指定する。

※宛名が無い場合も発行する。

※宛名が無い場合は、宛名欄を自由に記載することができる。

反対

宛名の登録が無い方（住民以外）の方で無

資産証明の申請が行われる状況が無いため、

「※宛名が無い場合は、宛名欄を自由に記載す

ることができる。」の要件も不要と考える。

仮に必要な場合、住民でもないケースの特別な

パターンを機能として実装する事はシステムで対

応する機能としてはオーバースペックだと考える。

仮に必要になった場合でも手書き等で対応可

能。

＜要件は以下のみ＞

主な出力条件

・対象となる者を指定する。

賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 賛成

概ね賛成。

資産を所有していない方を記載する必要がある

ため。（「自由に」という表現はなくても良いので

はないか。あくまでも申請者の情報であることか

ら自由に記載するというものではない。）

賛成 賛成 賛成 賛成 その他 修正

無資産証明書の帳票要件を以下のとおり修正す

る。

主な出力条件

・対象となる者を指定する。

※宛名が無い場合は宛名欄を記載することがで

きること。

償却以外

3010 1377 固定資産税 帳票印字項目・諸元表 121
台帳登録登記事

項証明書
29

住居表示（街区

番号）
⑥：表現の見直し ①：新規意見

備考欄への印字等の記載がなく、レイアウトにも項目

定義がないため、仕様明確化およびレイアウト再検討

願います。

⑧：業務精度向上 曖昧な仕様であるため、システム実装に問題が生じる。 優先度2 修正 質問 【全団体】

台帳登録登記事項証明書について、「住居表示」の印字を削除して良いでしょうか。

賛成 賛成 賛成 賛成 反対 賛成 賛成 G市では、正確な住居表示としての項目を所持

していないため。

賛成 賛成

I市では、登記事項に限定した証明書を「所在証明」として発行していま

すが、住居表示は印字していません。

また、住居表示は登記事項ではないため、「台帳登録登記事項」の証明

に載せるべき内容でもないと考えます。

賛成 賛成 その他 削除
概ね賛成いただいたため、住居表示を印字項目

から削除する。 償却以外

2690 1300 固定資産税 帳票要件 新規 賦課決定決済簿 ①：要件追加 ①：新規意見 ー

賦課決定掲載簿を追加

※賦課税目は、すべて必要と考える

※別紙　固定５参照

①：地方税法（法律・政

令・省令）への準拠・外部

機関（eLTAX 等）への

対応

税額計算後、賦課決定の決裁を行ってから、納税通知書を行うのが通常と考える。
納税通知書発送前の決裁で使用。

※調定表との兼用は要検討（国の考え方による）
④：スクラッチ開発で実装 優先度1 要検討 質問 【全団体】

賦課決定決裁簿（賦課決定する際に、内部で決裁するための帳票）は必要でしょうか。

内部決裁は全団体実施するが、様式などは団

体により異なる。どちらでもよい。

その他
どちらでも良い（あれば便利と考える）

（帳票の内容次第だが）必要。 必要です。あることで時間短縮できます。 賛成 その他 不要かと考えますが、どのようなもの想定されてい

るのかが不明なため、明確な回答ができません。

賛成 賦課決定時の使用を想定できるため。（調定

表との違いが不明となるが。）

不要 その他

「別紙」の資料がなく、イメージが分からないため、答えようがありません。

更正決定の決議書（更正決定、価格決定の通知書に、決裁欄が付い

たもの）とは違うのでしょうか。

更正内容が一覧化されたようなものですか？

あったらあったで便利だとは思います。

賛成 必要 反対 「更正（賦課）決定決議書」で決裁する想定

なため、必要とは考えていません。

その他 新規
実装してもしなくても良い帳票として要件化する。 償却以外


